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１．訓練計画概要 
１．１ 中期計画上の今年度訓練の位置づけ 
 2019 年度（令和元年度）の訓練は、中期計画（2018 年度～2020 年度）の中間レビュー

地点として、防災管理者（正、副）以外はシナリオを非開示として、2020 年度に完全シナ

リオ非開示に取り組む計画であった。しかしながら、緊急時対策所（緊対所）内の情報共

有に課題を生じ、緊急時対応センター（ERC）との通報・連絡も十分でなかったことから、

今年度は完全シナリオ非開示の訓練を取りやめ、緊対所内の情報共有、ERC との通報・連

絡を主眼とした訓練に見直した。 
 また、広報活動に関しては、これまで広報文の作成を要素訓練で行うにとどまっていた

が、今年度は、模擬記者会見を行う訓練に取り組む。 
 
１．２訓練の目的 
 訓練は、原子力事業者防災業務計画 第２章第７節「防災訓練の実施」に基づき、緊急

時対策所（原子力災害対策本部）の対応能力向上を目的として実施し、緊対所が原子力災

害の拡大防止に有効に機能することを確認する。 
 
１．３ 主な検証項目及び達成目標 

主な検証項目及び達成目標を以下に示す。 
【検証項目１】緊急時対策所内の情報共有 

 【達成目標】以下の項目について、有効性を確認する。 
・防災管理者（正、副）、放射線班長、技術班長の役割分担により、「原子力施設情報

連絡シート」の情報を収集できること、ブリーフィング等により緊対所で共有でき

ることを確認する。 
・ERC 対応者のサポート者により、ERC 対応者と緊対所内の双方向の情報共有が行え

ることを確認する。 
    

【検証項目２】ERC との通報・連絡 
【達成目標】以下の項目について、有効性を確認する。 

  ・ERC との情報共有のため速やかな通話接続ができることを確認する。 
  ・ERC 対応者が、数値の時刻、単位、増減傾向など丁寧な説明ができることを確認す

る。 
 
【検証項目３】FAX による報告 

  【達成目標】以下の項目について、有効性を確認する。 
・FAX 記載例の充実、防災管理者（正・副）のチエックにより誤記・記載もれが発生

しないことを確認する。 
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・誤記が発生した場合には、訂正 FAX が送付されたことを確認する。 
 
２．実施日時及び対象施設 
２．１実施日時 

令和２年 10 月６日（火）13:30～15:00 
２．２対象施設 

東芝エネルギーシステムズ(株) 原子力技術研究所 
・緊急時対策所 
・臨界実験装置（NCA）施設 
 

３．実施体制、評価体制及び参加人数 
３．１実施体制 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

※外部関係機関の通報、連絡は以下の機関とし下記以外は省略とする。 
       原子力規制庁（緊急時対応センター（ERC）、川崎原子力規制事務所） 

 
３．２評価体制 
（１）訓練時に社内評価者、社外評価者を配置し、「原子力防災訓練チェックシート」を用

いて各訓練の状況を評価する。 
（２）訓練後に反省会を開催し、社内・社外評価者による評価内容と各活動班による自己

評価の確認及び改善点の抽出を行う。 
 

３．３参加人数 
参加者：プレーヤ４０名（訓練対象者数３８）、コントローラ２名 
評価者：６名（社内）＋１名（社外） 

東芝エネルギーシステムズ㈱ 
 
 原子力技術研究所 
 
 
 
 
 
 浜川崎工場 

緊急時対策所 
（原子力災害対策本部） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・各活動班 
 
 

原子力規制庁 
 
 
 

緊急時対応センター（ERC） 

川崎原子力規制事務所 

通話 
（常時応答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

指示 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

報告 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

社内連絡先 
 
 
 
 
 
 
 
 

エネルギーシステム技術開発

センター 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

連絡 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

通報・連絡 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

後方支援拠点 
 
 

緊急

医療

支援 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

浜川崎工場 

パワーシステム事業部 
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   注）新型コロナ感染症蔓延防止のため、必要最小限の人員とした。 
社外評価者に関しては、本部状況を録画して、後日評価していただく予定。 

     
４．訓練項目・内容（防災業務計画との整合性）及び評価基準 
４．１緊急時態勢の発令、原子力災害対策本部の設置、要員参集訓練 
（１）原子力防災管理者は、緊急事態を発令し、緊対所に災害対策本部要員を召集し、 
災害対策本部を設置する。新型コロナ感染症蔓延防止のため、緊対所の他、他の会議室

にも要員を召集し、オンラインで情報共有を図る。 
（２）原子力防災管理者は、事態の進展により、全面緊急事態を発令し、原子力災害対策 

本部を設置する。 
 
４．２通報訓練 
（１）ERC 対応者は、ERC への情報共有・事態終息等の説明のため、常時通話を行う。常 
時通話は、緊急時態勢の発令後１５分以内を目途とする。 

（２）本部は、特定事象（原災法第１０条事象、第１５条事象）発生時に、社内外への通

報連絡を実施する。事象発生時刻（原子力防災管理者が判断した時刻）から１５分以内

を目途とする。 
（３）神奈川県、川崎市、東京都及び川崎臨港消防署への通報訓練は、別途要素訓練とし

て実施する。 
 
４．３情報収集訓練 
（１）本部は、負傷者への対応、周辺監視区域内の線量モニタリング、緊急時対策所要員

以外の従業員の避難誘導及び自営消防隊への活動要領の指示及び情報共有を行う。 
（２）防災管理者は、適宜ブリーフィングを行い、本部要員との情報共有を行う。 
 
４．４緊急時医療（救助）訓練 
（１）現場の技術班、放射線班は、負傷者の汚染状況を確認し、管理区域以外に搬出する。 
（２）救護班は、負傷者を救護所に搬送する。 
（３）救護班（産業医、看護師）は救護所を設置し、負傷者の処置、状況の記録を行う。 
 
４．５モニタリング訓練 
（１）放射線班は、可搬型モニタリング設備（サーベーメーター）を用い、周辺監視区域

の放射線量測定を実施し、本部に報告する。 
（２）放射線班はモニタリング結果に基づき、周辺環境への影響評価を行う。 
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４．６避難誘導訓練 
（１）警備誘導班は、周辺監視区域内従業員を事業所敷地内の一時避難先へ避難誘導する。 
（２）放射線班は、避難従業員のスクリーニング検査を実施し、結果を本部に報告する。 
 
４．７自衛消防隊との連携訓練 
（１）現場の技術班、放射線班は自営消防隊の消火活動への情報提供、放射線管理等の連

携活動を実施する。 
 
４．８広報訓練 
（１）広報班は、緊対所からの情報に基づき、プレス発表資料を策定する。 
（２）プレス発表資料に基づき、記者発表及び記者（社内）からの質疑応答に対応する。 
（３）記者発表はオンラインで実施する。 
 
５．訓練シナリオ 
 原子力災害対策特別措置法第 10条事象および第 15条事象に至る原子力災害を想定した。

詳細は以下のとおり。 
５．１訓練形式 

 
５．２訓練想定 

 
 

 
 
 
 

訓練シナリオに係るものであるため 
 
 
 
 
 

 
 

訓練シナリオに係るものであるため 
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５．３事象進展シナリオ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

訓練シナリオに係るものであるため 
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６．前回までの訓練に対する対応状況 
No 前回までの訓練の課題 改善（対策）状況＊） 
１ 防災管理者は、事態収束に

向けた戦略、今後の進展予

測、安全確保に必要な情報

を、適時かつ確実に緊対所

で情報共有することができ

なかった。 
 

下記対策について、「原子力防災マニュアル」（以下、

マニュアル）を改訂し、防災管理者、副防災管理者、

放射線班長、技術班長、ERC 対応者・サポート者に対

し教育を実施した(2020 年 3 月 4 日)。総合訓練前に要

素訓練を予定している。 
・防災管理者、副防災管理者、放射線班長、技術班長

の役割分担を行い、防災管理者以外の本部指揮係もブ

リーフィングをして、短時間に情報共有を図る仕組み

を導入する。 
・ERC 対応者のサポート者を配置する。 
・ブリーフィング前に呼び鈴を鳴らす。 

２ 警戒事態発生後、ERC 対応

者によるERCへの常時通話

接続が 21 分後で遅かった。 

・「ERC との情報共有のための速やかな通話接続」を

マニュアルに反映し、防災管理者、ERC 対応者に教育

を実施した(2020 年 3 月 4 日)。  
３ FAX で誤記や記載漏れが発

生した（昨年と同様の課

題）。誤記 FAX の訂正 FAX
送信を行わなかった。 

下記対策について、マニュアルを改訂し、防災管理者、

副防災管理者に教育を実施した(2020 年 3 月 4 日)。 総
合訓練前に要素訓練を予定している。 
・FAX の記載例を充実する。 
・防災管理者と副防災管理者の役割分担を見直して防

災管理者が FAX を確認する時間を確保する。 
・FAX 訂正報告は、様式毎に実施する。 

４ 「原子力施設情報連絡シー

ト」により、核燃料・RI の

使用状況及び避難者・在籍

者数を早期に把握しなかっ

た（昨年と同様の課題）。負

傷者のその後の処置につい

ての対応状況/結果について

確認しなかった。 

「原子力施設情報連絡シート」の情報収集を行う取り

纏め担当者を決定し、マニュアルに反映した。防災管

理者、副防災管理者、放射線班長、技術班長、ERC 対

応者・サポート者に対し教育を実施した(2020 年 3 月 4
日)。総合訓練前に要素訓練を予定している。 
 

５ ＥＲＣ対応者が  数値の時

刻、単位、増減傾向など丁

寧な説明ができなかった。

（昨年と同様の課題） 

ERC 対応者の力量管理計画を策定し、2020 年 3 月 10
日に、ERC 対応者・サポート者に教育／訓練を実施し

た。総合訓練前に要素訓練を予定している。 

６ 放射線班による敷地内の放 下記対策について、マニュアルを改訂し、防災管理者、
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射線量モニタリング測定結

果受け、周辺への影響評価

を行うことができなかっ

た。 

副防災管理者、放射線班長に教育を実施した(2020 年 3
月 4 日)。 総合訓練前に要素訓練を予定している。 
・「原子力施設情報連絡シート」に線量評価の項目を追

加する。 
・防災業務計画「様式７別紙２」の記載例に、線量評

価の項目を追加する。 
７ 事態進展に伴い、負傷者に

防護マスクの指示をすべき

ところを失念し、未装着の

まま現場にて待機させた。 

・「負傷者への防護装備の必要性」をマニュアルに反映

した。 

＊）2020 年度の防災要員に対し、「原子力防災教育」を実施。（2020 年 6 月 25 日～7 月 3
日）。長期療養者 1 名を除く 37 名に対し、2019 年度訓練の課題・改善策に関し周知した。 

  
７．ERC プラント班との情報共有に用いる資料・様式 
資料１ 原子力事業者防災業務計画 様式１０「警戒事態該当事象発生後の経過連絡」 

 資料２ 原子力施設情報連絡シート 
 資料３ 原子力事業者防災業務計画 様式４「特定事象発生通報」 
 資料４ 原子力事業者防災業務計画 様式７「応急措置の概要報告」 
 資料５ 原子力事業者防災業務計画 別図第８「原子力技術研究所の応急施設等」注記

版 
 資料６ NCA 保安規定 第２図 「NCA 施設管理区域」注記版 
 資料７ 給排気設備系統図 
 資料８ 臨界実験棟（NCA）外観写真 
（その他 原子力事業者防災業務計画 別図第９「プレス配布資料」 
 

８．2019年度訓練等を踏まえ、ＥＲＣ書架内の資料整備状況（資料リスト）  

No 資料名 

１ 「原子力事業者防災業務計画」 令和元年 10月修正版＊ 

２ 「原子炉（東芝臨界実験装置）ＮＣＡ施設保安規定」 平成 31年 3月改正版 

３ 「核燃料物質等保安規定（Ｎ２８－２）」 平成 31年 3月 1日改正版 

４ 「東芝臨界実験装置（ＮＣＡ）原子炉設置許可申請書（完本版）」平成 11年 8月 

５ 原子力施設の施設配置図 

＊令和 2年 10月に差し替え予定 

  

以上 
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2020年 8月 3日 

東芝エネルギーシステムズ株式会社 原子力技術研究所 原子力防災訓練  中期訓練計画（概要） 

原子力技術研究所 原子力防災管理者 大村 恒雄 

訓練項目 
２０１８度 ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 

要素訓練 総合訓練 要素訓練 総合訓練 要素訓練 総合訓練 要素訓練 総合訓練 要素訓練 総合訓練 

 
事
象
想
定 

気象条件非提示  ●  ●  〇  ○  ○ 

シナリオ非提示    ▲*6  △*6  ○  ○ 

通常経路放出  ●  ●  〇    ○ 

夜間・休祭日における災害 ▲    △    △  

 
緊
急
時
応
急
対
策
業
務 

要員参集  ●  ●  ○  ○  ○ 

通報連絡*1 ▲ ▲ ▲ ▲*2 △ △*2  △*2  △*2 

緊急時医療（救助）  ▲  ▲  △  △  △ 

モニタリング  ●  ●  ○  ○  ○ 

従業員避難誘導  ●  ●  ○  ○  ○ 

後方支援活動との連携  ▲*3 ▲ ▲*3  △*3  △*3  △*3 

自衛消防隊活動との連携*4  ●  ●  〇  ○  〇 

公設消防との連携訓練 ▲*5  ▲*5  △*5  △*5  △*5  

広報活動 ▲  ▲   △*7  △*7  △*7 

凡例  ○：実施予定、 △：一部について実施予定または模擬（外部機関との連携など）、 ●▲は実績 

     *1：関係自治体、川崎臨港警察署との通報訓練は別途実施。 *2：ＥＲＣ派遣を実施。 *3：産業医、看護師との連携を実施。 *4：消防設備の

放水訓練は別途実施。  *5：消防との通報訓練は別途実施。 *6：防災管理者（正、副）以外は非開示。   *7：模擬記者会見。 

本中期計画は、毎年見直しを行って作成する。 
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添付資料１ 
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添付資料２ 

要員の役割分担 

役職・機能班 役割分担 人数 
防災管理者 指揮統括 １名 
副防災管理者 警備との連絡・指示 

本部指揮者への指示 
３名 

技術班 班長：現場指揮 
現場対応（初期消火、負傷者対応、応急措置） 

３名 

放射線班 班長：現場要員との連絡、指示 
放射線管理、情報の取得（放射線量情確認・監視、、モニタリング、避難従業員のスクリーニング） 

４名 

情報班・通報班 WB 記録、通報 FAXの作成、送信 
ERC 対応者：ERCとの常時接続による連絡 

６名 

警備誘導班 従業員の避難誘導 ６名 
救護班 負傷者の救護・搬送 2 名 
総務班 訓練では総務班の役割無し、評価者、通報班に協力 ２名 
広報班 模擬記者会見用のプレス文を作成 ３名 
資材班 訓練では資材班の役割無し、放射線班、救護班に協力 ２名 

OFC要員 訓練では補助役を行う、現場作業要員、避難者、評価者、コントローラー、情報班・広報班に協力 7 名 
ERC 要員 ERC リエゾンとして派遣 １名 

 
 

 


